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栃木県「文化と知」の創造拠点ＰＦＩ等導入可能性調査業務委託 

公募型プロポーザル実施要領 

 
１ 業務の概要 

(1) 業務名 

栃木県「文化と知」の創造拠点ＰＦＩ等導入可能性調査業務 

(2) 業務内容 

栃木県「文化と知」の創造拠点の整備に当たり、ＰＦＩ等の民間活力を導入する場合の事

業スキームを検討するとともに、その効果や課題等を整理し、民間活力の導入可能性の評価

を行う。 

   詳細は、別紙１「栃木県『文化と知』の創造拠点ＰＦＩ等導入可能性調査業務仕様書」（以

下「仕様書」という。）のとおり。 

(3) 契約期間 

契約締結日から令和７(2025)年２月28日(金)まで 

(4) 委託契約金額の上限 

11,000,000円（消費税及び地方消費税を含む。） 

 (5) その他 

現在策定中の「栃木県『文化と知』の創造拠点整備構想」の内容を踏まえた業務となるた

め、別途実施している「栃木県『文化と知』の創造拠点整備構想策定支援業務」の受託者と

連携・調整しながら実施すること。 

 
２ 参加表明書の提出者に要求される資格 

単独の法人又は複数の法人による共同企業体であること。 

なお、共同企業体の場合は、代表構成員を１者選定すること。 

単独の法人の場合は、公告日現在において、次の(1)～(10)に掲げる要件を全て満たす者であ

ること。また、共同企業体の全ての構成員は、次の(2)～(7)及び(9)に掲げる要件を全て満たす

とともに、代表構成員は、(1)、(8)及び(10)の要件を満たす者であること。 

(1) 過去15年間（平成20(2008)年４月１日以降に成果物引渡しを完了）に民間資金等の活用に

よる公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成11年法律第117号。以下「ＰＦＩ法」とい

う。）第５条の規定に基づき、実施方針が公表された公共施設等の整備等に関する事業に係

る業務のうち、元請けとして美術館若しくは図書館の整備若しくは維持管理・運営に関する

事業に係る民間活力の導入可能性調査業務（以下「同種業務」という。）又は美術館若しく

は図書館の整備若しくは維持管理・運営に関する事業に係る民間事業者の選定等に係るアド

バイザリー業務（以下「類似業務」という。）の受注実績を１件以上有する者であること。 

(2) 競争入札参加者資格等（平成８年栃木県告示第105号）に基づき、入札参加資格を有する者

であること。 

なお、入札参加資格を有していない者が入札参加を希望する場合は、令和６(2024)年１月

29日(月)までに入札参加資格の取得手続を行うこと。ただし、契約締結時までに入札参加資

格を取得することができなかった場合は、参加表明書は無効とする。 
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(3) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４（一般競争入札参加者の資格)に規

定する者に該当しないこと。 

(4) 令和６(2024)年１月12日(金)から同月29日(月)までの間において、栃木県競争入札参加資

格者指名停止等措置要領（平成22年３月12日付け会計第129号）に基づく指名停止期間中でな

い者であること。 

(5) 民事再生法（平成 11年法律第 225 号）第 21条第１項若しくは第２項の規定に基づく再生

手続開始の申立てがされている者（同法第 33 条第１項の規定に基づく再生手続開始の決定を

受けた者を除く。）又は会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条第１項若しくは第２

項の規定に基づく更生手続開始の申立てがされている者（同法第 41条第１項の規定に基づく

更生手続開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。 

(6) 栃木県暴力団排除条例（平成22年栃木県条例第30号）第２条第１号又は第４号の規定に該

当する者でないこと。 

(7) 複数の共同企業体の構成員となっての参加や、共同企業体構成員と単独の法人としての重

複参加をしていないこと。 

(8) 本業務の配置予定者として、業務責任者１名を配置すること。 

(9) 本業務の配置予定者として、業務担当者１名以上を配置すること。 

なお、業務担当者を複数名配置する場合は、代表担当者１名を選定すること。 

(10) 業務責任者又は業務担当者（複数名配置する場合は代表担当者）のいずれかについては、

(1)に定める業務の実績を有する者とすること。 

なお、業務責任者及び業務担当者は、兼務することはできないものとする。 

 
３ 書類の提出先及び問合せ先 

  〒320-8501 栃木県宇都宮市塙田１丁目１番20号（栃木県庁舎本館９階） 

  栃木県総合政策部総合政策課政策企画・地方創生担当  担当：佐藤、早川 

  電話：028-623-2206 

  E-mail：sogo-seisaku@pref.tochigi.lg.jp 

 

４ プロポーザル実施に係る主な日程  

  別表１のとおり 

 

５ 質疑及び回答  

プロポーザルへの参加に当たり質問事項がある場合は、様式１「栃木県『文化と知』の創造

拠点ＰＦＩ等導入可能性調査業務委託に関する質問書」により行うものとし、提出及び回答方

法等については、次の(1)～(4)による。 

(1) 質問受付期間 

令和６(2024)年１月12日(金)から同月18日(木)午後５時まで（必着） 

(2) 提出先 

  ３のとおり 
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(3) 提出方法 

電子メールによる。到着確認のため、送信後に電話連絡すること。 

(4) 回答方法 

回答は、質問者に対して令和６(2024)年１月23日(火)までに電子メールにより行うととも

に、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれのあるものを除き、質問回答集としてま

とめ、県ホームページで公表する。 

 

６ 参加表明書の提出 

  本プロポーザルへの参加を希望する者は、次により参加表明書を提出すること。 

 (1) 作成方法 

  別紙２「参加表明書作成要領」による 

(2) 提出期限 

  令和６(2024)年１月29日(月)午後５時（必着） 

(3) 提出場所 

  ３のとおり 

(4) 提出方法 

  電子メールによる。到着確認のため、送信後に電話連絡すること。 

 

７ 業務提案書の提出者の選定 

(1) 評価方法 

参加表明書の提出者の中から､(2)の評価項目等に基づき、栃木県「文化と知」の創造拠点

ＰＦＩ等導入可能性調査業務に係る評価委員会（以下「評価委員会」という。）が評価を行う。 

(2) 評価項目等 

  別表２のとおり 

(3) 選定方法 

ア (1)の評価の結果、合計点が高い順に上位３者を業務提案書の提出者として選定する。た

だし、選定対象となる最下位順位で同評価の者が複数存在し３者を超える場合は、この限

りでない。 

イ 参加表明書の提出者が３者に満たない場合、２を満たす全ての者を業務提案書の提出者

として選定する。 

(4) 業務提案書の提出者として選定された者に関する事項 

業務提案書の提出者として選定された者（以下「選定者」という。）には、選定通知書によ

り通知し、業務提案書の提出を求める。 

 (5) 業務提案書の提出者として選定されなかった者に関する事項 

ア 業務提案書の提出者として選定されなかった者（以下「非選定者」という。）には、非選

定通知書により通知する。 

イ 非選定者は、非選定理由の説明を求めることができる。非選定理由の説明を求める場合

は、通知発出日の翌日から起算して７日以内（休日を除く。）に、書面（様式任意）により

３の提出先に電子メールで提出すること。 
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ウ 非選定理由に関する回答は、説明を求めることができる期間の最終日の翌日から起算し

て７日以内に書面により行う。 

 

８ 業務提案書の作成及び提出方法 

(1) 基本事項 

プロポーザル方式は、本業務における具体的な実施手法の提案を求めるものであり、当該

業務の具体的な内容や成果品の一部の作成、提出等を求めるものではない。具体的な業務は、

契約後に、業務提案書に記載された実施手法を反映しながら、発注者が提示する資料等に基

づき、協議の上、開始するものとする。 

(2) 作成方法 

  別紙３「業務提案書作成要領」による 

(3) 提出期限 

  令和６(2024)年２月27日(火)午後５時（必着） 

(4) 提出場所 

  ３のとおり 

(5) 提出方法 

  電子メールによる。到着確認のため、送信後に電話連絡すること。 

 

９ 業務提案書の特定 

(1) 評価方法 

選定者から提出された業務提案書の中から､(2)の評価項目等に基づき、評価委員会が評価

を行う。 

 (2) 評価項目等 

   別表３のとおりとする。 

   なお、業務提案書の特定に当たり、選定者にヒアリングを実施することとし、その詳細に

ついては、選定者宛てに別途通知する。 

 (3) 特定方法 

ア (1)の評価の結果、合計点が最も高い１者の業務提案書について、本業務の実施に最適な

ものとして特定する。 

イ アにおいて、同評価の者が複数存在する場合、そのうち、評価点がより高い評価委員が

最も多い１者の業務提案書を特定する。 

ウ イにおいて、評価点がより高い評価委員が最も多い者が同数存在する場合は、そのうち、

評価委員長の評価点が高い１者の業務提案書を特定する。 

エ 選定者が１者のときは、アの規定にかかわらず、合計点が満点に対し６割に満たない場

合、業務提案書を特定しない。 

 (4) 業務提案書が特定された者に関する事項 

業務提案書が特定された者（以下「特定者」という。）には、特定通知書により通知する。 

 (5) 業務提案書が特定されなかった者に関する事項 

ア 業務提案書が特定されなかった者（以下「非特定者」という。）には、非特定通知書によ
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り通知する。 

イ 非特定者は、非特定理由の説明を求めることができる。非特定理由の説明を求める場合

は、通知日の翌日から起算して７日以内（休日を除く。）に、書面（様式任意）により３の

提出先に電子メールで提出すること。 

ウ 非特定理由に関する回答は、説明を求めることができる期間の最終日の翌日から起算し

て、７日以内に書面により行う。 

 

10 業務委託の契約 

(1) 特定者と１(4)に示した金額の範囲内で、本業務を随意契約により委託する。 

(2) 資料１「栃木県『文化と知』の創造拠点ＰＦＩ等導入可能性調査業務委託契約書（案）」に

より、契約書の作成を要する。 

 

11 支払条件 

業務委託契約書によるとともに、資料２「支払条件書」による。 

 

12 その他 

(1) 提出期限までに参加表明書を提出しなかった者及び非選定者は、業務提案書を提出するこ

とはできない。 

(2) 参加表明書及び業務提案書の作成並びにヒアリングに要する費用は、その作成等をする者

の負担とする。 

(3) 提出された参加表明書及び業務提案書は、公表しない。 

(4) 提出された参加表明書及び業務提案書は、その提出者に返却しない。 

   なお、提出された業務提案書は、その特定以外の目的で、その提出者に無断で使用しない。 

(5) 提出された参加表明書の記載内容の変更は、認めない。ただし、病欠、死亡、退職等のや

むを得ない事由により、配置予定者の変更を行う場合には、変更後の配置予定者が変更前の

配置予定者と同等以上の経験を有する者であるとあらかじめ栃木県の了解を得たときは、こ

の限りでない。 

(6) 提出された業務提案書の記載内容の変更は、認めない。 

(7) 参加表明書の提出後、プロポーザルへの参加を辞退しようとするときは、辞退届（様式任

意）を電子メールにより、３の提出先に提出すること。 

(8) 業務提案書の特定後、提案内容を適切に反映した仕様書を作成するため、業務の具体的な

実施方法について提案を求めることがある。 

(9) 提出された参加表明書及び業務提案書の記載内容に虚偽があったときは、その参加表明書

及び業務提案書を無効とするとともに、入札参加者資格の指名停止を行うことがある。 

(10) 特定者の辞退があった場合には、次点の業務提案書を特定し、その提出者に対し、特定通

知書を通知する。 

(11) 公平性、透明性及び客観性を確保するため、審議結果は公表する。 

(12) 「ＰＦＩ等事業実施プロセスガイドライン（平成30年６月 栃木県経営管理部行政改革推進

室）」は、国のガイドライン等を参考に改定を予定しているため、留意すること。 
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別表１ プロポーザル実施に係る主な日程 

参加募集及び質疑受付開始 令和６(2024)年１月12日(金) 

質疑受付終了 令和６(2024)年１月18日(木) 午後５時(必着) 

質疑への回答期限 令和６(2024)年１月23日(火) 

参加表明書の提出期限 令和６(2024)年１月29日(月) 午後５時(必着) 

業務提案書提出者選定通知 令和６(2024)年２月２日(金) 

業務提案書の提出期限 令和６(2024)年２月27日(火) 午後５時(必着) 

業務提案書に係るヒアリング 令和６(2024)年３月上旬 

業務提案書特定通知 令和６(2024)年３月上旬 

契約の締結 令和６(2024)年３月下旬 

業務の完了 令和７(2025)年２月28日(金) 

 

 

別表２ 業務提案書の提出者の選定に係る評価項目等 

区分 評価項目 配点 

事業者の業務

経歴（共同企

業体の場合は

代表構成員） 

過去15年間の同種業務の実績（件数） ４点 

８点 

過去15年間の類似業務の実績（件数） ４点 

配置予定者の

業務経歴（共

同企業体の場

合は代表構成

員） 

業務責任者の同種業務又は類似業務の実績（件数） ４点 

８点 

業務担当者（代表担当者）の同種業務又は類似業務の実績

（件数） 
４点 

合計 16点 
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別表３ 業務提案書の特定に係る評価項目等 

区分 評価項目 配点 

事業者の業務

経歴（共同企

業体の場合は

代表構成員） 

過去15年間の同種業務の実績（件数） ４点 

８点 

過去15年間の類似業務の実績（件数） ４点 

配置予定者の

業務経歴（共

同企業体の場

合は代表構成

員） 

業務責任者の同種業務又は類似業務の実績（件数） ４点 

８点 

業務担当者（代表担当者）の同種業務又は類似業務の実績 

（件数） 
４点 

業務の実施方

法及び手法 

実施 

体制 

実施方針 業務への理解度 ８点 

24点 実施フロー 実施手順の明確性 ８点 

工程計画 工程計画の妥当性 ８点 

特定 

テーマ 

テーマ① 

民間事業者側の意向把握の着

眼点及びその手法について 

的確性 ８点 

24点 実現性 ８点 

独自性 ８点 

テーマ② 

ＶＦＭの算定方法と留意点に

ついて 

的確性 ８点 

24点 実現性 ８点 

独自性 ８点 

テーマ③ 

３施設の特性を踏まえ、ＰＦ

Ｉ等導入に向けて重要と考え

る事項について 

的確性 ８点 

24点 実現性 ８点 

独自性 ８点 

質疑応答結果 ４点 ４点 

合計 116点 

 

 


